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計量歴史社会学の意義 2

過去の統計データを扱う、類似した取り組み:数量経済史、計量歴史学、歴史人口学

・数量経済史 → 超⾧期GDP推計
https://d-infra.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/ltes/a000.html
https://www.hit-u.ac.jp/hq-mag/research_issues/401_20200930/

・計量歴史学 → 国勢調査・住民台帳の再分析
・歴史人口学 → 宗門改帳等を用いた人口推計

↑ これらはおもに公的統計、業務統計を扱ってきた

・計量歴史社会学の意義と目的
古い調査票を復元（データ化）することで、調査が実施された当時はできなかったよ
うな高度な分析をすること。
過去のことをよりよく知るためのデータとして、当時の社会調査データを利用すると
同時に、歴史研究・資料調査の新たな視点を得ること。



「労働調査資料」復元二次分析のこれまで 3

東京大学社会科学研究所における「計量歴史社会学」のこれまでの過程

第1期:2010年～2014年「労働調査資料の再発見」と復元体制の制度化
・相澤真一が「ボーダーライン調査」の復元に着手（2010年7月）
・翌2011年から佐藤香・橋本健二らと東大社研 課題公募型二次分析研究会「戦
後福祉国家成立期の福祉・教育・生活をめぐる調査データの二次分析」を結成
主な成果:「貧困層の形成（静岡）調査」「京浜工業地帯調査」

第2期:2014年～2017年
・渡邉大輔、石島健太郎、相澤真一ら、若手研究者のフルコミット
・おもな成果:「団地居住者生活実態調査」「老齢者の労働・扶養調査」「福祉
資金の経済効果調査」
SSJデータアーカイブへのデータの寄託と分析を進める。

第3期:2021年～
・第１期・第２期のノウハウを受け継ぎ、大学院生を中心とした分業による復元
「国鉄女子労働者調査」「ソーシャルニーズ調査」



復元対象の紹介 4

(1) 調査名:国鉄女子労働者調査
(2) 調査時期:1952年5月
(3) 調査体制:国鉄労働組合婦人部が東京大学社会科学研究所講師・藤田
若雄に依頼
(4) 対象:国鉄女子職員全員11,000人(回収数6,820人、62.0%)
(5) 集計:全国27ヶ所の地方本部ごとに回収したのち、内閣統計局が実施
(6) 研究資金:国鉄労働組合婦人部調査費
(7) 調査項目:基本属性、就業状況、採用経緯、職歴、通勤経路、同居人
（続柄、職業、収入）、収入使途、住居、家族からの援助、小卒時実家職
業、職場環境(いやがらせ、辞職・配置転換勧告、私的雑用、超過勤務等)、
組合・婦人部への認知・希望、政党支持

・女性労働者を対象とした、同時期には類を見ない調査



調査票

表面 裏面保管庫
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調査の経緯 6

・国鉄労組婦人部⾧・丸沢美千代から、東京大学社会科学
研究所講師・藤田若雄に調査協力依頼
・藤田若雄が（同じく東大社研で、多くの労働調査を手掛
けた氏原正治郎らと共に）国鉄労働組合で労働講座の講師
を担当していたという縁
・今回復元対象とした「国鉄女子労働者調査」に加え、聞
き取り調査による「国鉄労働者家族類型調査」もおこなわ
れた
・調査設計は丸沢と藤田が共同でおこなった。なおフェイ
スシート部分は東大社研が先行して実施した「京浜工業地
帯調査」（1951）を踏襲している
・調査結果は報告書（国鉄労働組合 1954, 1956）として
まとめられた

丸沢美千代

藤田若雄



なぜ「女子労働者」調査か?:国鉄労働組合婦人部の文脈 7

・前提:国鉄は戦時中に労働力の給源として女性職員を急増
・1943年3月末:14702人（3.8%）→1945年3月:102827人（22.8%）
・従業員外の学徒動員でも女子10657人が配置（1945年3月）（林 2010）
→戦後、日本政府は復員者や外地引揚者などによって大量に増加した男性失業者問題の解決策とし
て、女性労働者を解雇する方針をとる（豊田 2007: 134）

・1946.2 国鉄労働組合結成
・1946.7 運輸省人員整理通告発表。女性は能力や技術とは無関係に人員整理の対象となる。

「結局、婦人は当時約5万人いたということになっておりますが、3万7千人に減っております。資料がありま
せんでしたのでよくわかりませんが、婦人は5万人でなく、一説には10万人いたのではないかとも云われてい
ます」（丸沢 1981a）

・1947.6 国鉄労働組合婦人部結成大会
当時、労働基準法案における女性の深夜業禁止と、それを理由とした解雇の可能性が議論になっていた。（踏
切警手と電信業務は規制からの除外が認められることに）

・1948.6 丸沢美千代、国鉄労働組合婦人部⾧に選出（～1959.9）
同年、男女賃金格差の是正を交渉するため婦人部独自の「国鉄女子職員実態調査」を実施。「お粗末で、平面
的な数字だけ」の調査だったが、調査結果をもとに国鉄・大蔵省と交渉し「二号俸だけ積み上げることがで
き」たという。（丸沢 1981a）

・1949.5 行政機関職員定員法成立
「これによっての首切りは、94300人余で、職員全体の13パーセントでした。その中で、婦人は12682名、即
ち40.8パーセントが馘首されてしまったのです」（丸沢 1981a）



調査の目的
・国鉄労働組合婦人部の活動を組織するなかで、丸沢が調査の必要性を強く感じる
＋丸沢自身が現場労働者出身ではなかったことも（婦人部⾧就任前は大阪鉄道管理局本局に勤務）、こ
の認識を深めていた
→「私が最も懸念したのは、婦人部⾧として誤った指導をすることであったから、何よりも先ず、国鉄
内の多岐にわたる現場労働者の実態を知りたかった……私は、広範囲な調査によって、実態とその構
造・問題点とその本質を解明し、それに基いて、婦人部の自主的な討論を経て婦人部の方針を立てるこ
とと、そのために、労働講座をもって意識を高めることを願い続けていた」（丸沢 1981b）
→「私はどうしても調査がしたくて、国鉄労組の講師陣のお一人である東京大学社会科学研究所の藤田
若雄先生にご相談することを決心し、大胆にも紹介なしにおたずねしました」（丸沢 1981a）

・報告書には、以下のように調査目的が記されている。

等しく国鉄女子労働者といっても、その場にはいくつかの類型が存在し、そして、それは異った要
求をもっており、その要求の解決の条件も異っている。そこで、この調査の意図するところは、組
合運動の眞に組合員大衆のものとするためには、この類型を検出し、その要求の理論的な構造を明
らかにし、その合理的解決の条件を検討するということであった。かような調査が労働組合にとっ
て不必要なはずはない。なぜなら組合役員はこのような調査結果によって有効に幹部組合から大衆
的組合へ自己脱皮をなしとげることができ、組合員の諸要求を運動の中に組織することができるか
らである。（国鉄労働組合 1954）
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調査結果は当時いかに集計されたか 9

・「国鉄女子労働者調査」の調査結果について、報告書（国鉄労働組合 1954）では
クロス集計とその解説という形でまとめられている。報告書の本文中でおこなわれた
クロス集計26点のうち、21点は職種と各設問への回答の関係を見たものであった。本
文中の集計に加えて、付表として、ほとんど全ての設問への回答実数を職名別にみた
クロス表（25点）が掲載されている。
・当時の集計・分析は、国鉄女性労働者の社会経済的位置や労働環境、労働組合への
意識等が、職種によっていかに異なっているか／類似しているかという点に集中して
いる。
・「調査目的」にあるように、国鉄の女性労働者の「類型」の析出が目指されており、
その類型として基本的には職種が想定されていたことがわかる。また、報告書では集
計費の不足が「調査票の関連項目の完全集計を不可能にし、基本項目の集計の使用を
大半不可能にしてしまった」とされている。
・このように、当時の関心と調査環境の問題から、職種以外に関係する集計はほとん
ど未着手であった。復元二次分析は、分析されないままとなっていたデータの諸側面
を明るみに出す点で意義をもつ。



調査票復元にあたっての課題
• 「過去（国鉄女子労働者調査では1952年）に実施され、原票で保管されていた資料」を、「現在

の研究環境のもとで再分析する」ための「調査票復元」
• 過去に実施され保管されていた→第三者が調査設計をしたため設計思想がわからない、回答の前提
となっている社会状況が共有されていない

• 現在の研究環境のもとで再分析する→統計分析ソフトで処理可能なデータを作成する必要がある
• 先行するプロジェクトでは、以下の点が制約となっていた

【１】通常の社会調査にもまして、入力に熟練を要する
• １）作業者の確保・養成に難がある

（ex.これまでは、調査法の講義を受けた人から選抜するなどしていたが、マンパワーの問題）
• ２）監督者が常時、入力作業のチェックをおこなう必要があり、多大な負担を要する

【２】他者が過去に行った調査
・１）調査票の設計思想が不明確な点が残り、データ化の際に疑問がでる

→上記の監督負担ともかかわるが、非定型的な回答の処理は監督者の個人的習熟に依存していた
・２）調査者・回答者（過去）と、復元・分析者（現在）のあいだで、文脈に断絶

→物価水準、進学率、世帯構成、戦災…／当時の・当該組織内では共有されていた用語、認識…
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調査票復元にあたっての課題の克服
【1】通常の社会調査にもまして、入力に熟練を要する
１）作業者の確保・養成に難がある

対処法:マニュアルによって作業を標準化する。その際、定型的でない回答についても、どこま
で入力アルバイトで判断するか・どのような回答であれば監督者に相談するかなどのルールも明
確化

２）監督者が常時、入力作業のチェックをおこなう必要があり、多大な負担を要す
対処法:複数人で監督を持ち回りする。そのために、マニュアル・質疑対応表によって監督の判
断の揺れを防止

【2】他者が過去に行った調査
１）設計思想がわからない点

→非定型的な回答の処理は、監督者の個人的習熟に依存していた
対処法:調査票に即した入力ルール・マニュアルを作成し、個人的習熟への依存を減らしつつ、
入力者の恣意によるデータの揺れが生じないようにする

２）調査当時の文脈との断絶
→物価水準、進学率、世帯構成、戦災…／当時の・当該組織内では共有されていた用語、認識…

対処法:周辺情報について、当時の資料等を収集しマニュアルに掲載することで、、監督・入力
者間で共有
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マニュアル作成の過程 12

入力フォーム・コ
ード作成

マニュアル作成

テスト

入力フォーム・コ
ード作成v2

マニュアル作成v2

テストv2

入力フォーム・コ
ード作成v3

マニュアル作成v3

テストv3

(2) テスト工程で分かっ
た判断レベルに合わせて
マニュアルを改版

リリース

(1) 「データを漏らさずに入力できるか」に加えて
「誰に判断させるか」「どこまでの判断はしてよいのか」のレベル
を同時に洗い出し→チューニング

(3) 別人にまかせて負
荷分散＆他人でも意味が
通じるかもテスト



質疑対応表 13

監督者が入力者から受けた質問と、それへの回答を記録・可視化
→判断に迷うケースについて知見の蓄積・監督間の判断の揺れの防止



マニュアルの工夫例(1):職名・俸給の入力

【マニュアル】
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マニュアルの工夫例(1):職名・俸給の入力
【国鉄組織図】 【号俸表】
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マニュアルの工夫例(2):同居家族の入力
【マニュアル】
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マニュアルの工夫例(2):同居家族の入力
【マニュアル】
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現況報告

・2021年12月:東大社研書庫に保管された調査票の確認、撮影開始
・2022年2月: 撮影完了、PDF化、印刷
・2022年4月: 1回目入力
・2022年8月: 1回目入力完了、入力ルールの改定
・2022年9月: 2回目入力開始
・2022年11月: 2回目入力（11月初旬時点で約63%完了）

今後の予定
・2022年12月:2回目入力完了
・2023年1月: 照合作業、クリーニング開始

本日の分析データについて
・現在までに2回目入力が完了した地方支部のデータ
（札幌・仙台・東京・北陸・門司・四国・南近畿）
・対象ケース数:3154ケース
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当時の分析 19

・入職経路は、報告書によれば縁故就職が大半で、職安や学校経由の就職は少数派
・先行研究では、職安や学校経由の就職は1950年代以降、広がったと言われる

【当時の分析】 【現在の研究成果】
・古い世代ほど縁故就職が多く、学校応募は1950年代以降、
制度化されてきた。
・学歴が高くなるほど、学校や職安といった制度を利用した就
職が行われていた（苅谷・菅山・石田 2000）。

苅谷・菅山・石田(2000)から改編して作成

1926～1935年出生者（旧制学歴）の入職経路（SSM95）



現在の集計結果:使用する変数について

小学校 187 (6.60)
高等小学校 1464 (51.68)
甲種女学校 222 (7.84)
乙種女学校 584 (20.61)
新制中学 35 (1.24)
専門学校 192 (6.78)
新制高校 146 (5.15)
大学 3 (0.11)

合計 2833 (100)

学歴:「小学校・高等小学校・新制中卒」、「女学校・専門・新制高校・大学卒」の2分類
出生コーホート:どの時代に14歳（当時の平均的な入社年と想定）を迎えたかで区切り「1885-1912（大正期
入職）」「1913-1926（戦時体制前入職）」「1927-1931（戦時体制期入職）」「1932-（戦後入職）」
入職経路:職業安定所、縁故（上役・知人）、縁故（親族）、学校、門前募集、広告募集、その他の7分類

1885-1912
（大正期入職） 336 (11.02)

1913-1926
（戦時体制前入職） 67 (22.01)

1927-1931
（戦時体制期入職） 1533 (50.31)

1932-
（戦後入職） 508 (16.67)

合計 3048 (100)

職業安定所 134 (8.43)
縁故
（上役知人）636 (40.00)
縁故
（親族） 227 (14.28)
学校 377 (23.71)
門前募集 49 (3.08)
広告募集 135 (8.49)
その他 32 (2.01)

合計 1590 (100)

学歴 出生コーホート 入職過程
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現在の集計結果

職業安定所 縁故
（上役・知人）

縁故（親族） 学校 門前募集 広告募集 その他 合計

旧高小・新中未満 91 375 108 244 34 86 22 960

9% 39% 11% 25% 4% 9% 2% 100%

旧高女・新高以上
24 200 102 108 13 35 10 492

5% 41% 21% 22% 3% 7% 2% 100%

合計 115 575 210 352 47 121 32 1452

8% 40% 14% 24% 3% 8% 2% 100%

苅谷・菅山・石田(2000)から改編して作成

1926～1935年出生者（旧制学歴）の入職経路（SSM95）

学歴×入職経路（国鉄女子労働者調査）
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現在の集計結果
出生年別×学歴×入職経路を見ると、戦時体制期に14歳を迎えたコーホートで顕著に学校経由
の就職比率が上昇している。林(2010)の指摘する通り、徴兵の穴埋めの可能性

→一時的な盛り上がりとは言え、人手不足期に学校経由の就職が生じていたことは、戦後に
学校・職安経由の就職が制度化されることの端緒であったといえるかもしれない（c.f. 野口
2010）
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職業安定所
縁故

（上役・
知人）

縁故
（親族）

学校 門前募集 広告募集 その他 合計 職業安定所
縁故

（上役・
知人）

縁故
（親族）

学校 門前募集 広告募集 その他 合計

1885-1912 2 76 8 2 6 2 5 101 0 28 8 3 0 2 1 42
（大正期入職） 1.98% 75.25% 7.92% 1.98% 5.94% 1.98% 4.95% 100.00% 0.00% 66.67% 19.05% 7.14% 0.00% 4.76% 2.38% 100.00%
1913-1926 10 100 24 2 8 23 8 175 8 50 36 25 2 12 4 137
（戦時体制前入職） 5.71% 57.14% 13.71% 1.14% 4.57% 13.14% 4.57% 100.00% 5.84% 36.50% 26.28% 18.25% 1.46% 8.76% 2.92% 100.00%
1927-1931 69 148 44 223 12 42 9 547 13 81 32 68 5 12 5 216
（戦時体制期入職） 12.61% 27.06% 8.04% 40.77% 2.19% 7.68% 1.65% 100.00% 6.02% 37.50% 14.81% 31.48% 2.31% 5.56% 2.31% 100.00%
1932- 8 45 28 14 7 18 0 120 3 40 22 8 6 9 0 88
（戦後入職） 6.67% 37.50% 23.33% 11.67% 5.83% 15.00% 0.00% 100.00% 3.41% 45.45% 25.00% 9.09% 6.82% 10.23% 0.00% 100.00%
合計 89 369 104 241 33 85 22 943 24 199 98 104 13 35 10 483

9.44% 39.13% 11.03% 25.56% 3.50% 9.01% 2.33% 100.00% 4.97% 41.20% 20.29% 21.53% 2.69% 7.25% 2.07% 100.00%

旧高小・新中未満 旧高女・新高以上
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付記

『国鉄女子労働者調査』の復元にあたり、東京大学および東京大学社会科学
研究所附属社会調査・データアーカイブ研究センターより、資金援助および
機材の提供をいただいております。

本報告はJSPS科研費（21J12151）の助成を受けた成果の一部です。また、
労働政策研究・研修機構より旅費の提供を受けています。

本復元にあたり、東京大学社会科学研究所二次分析研究会『戦後福祉国家成
立期の福祉・教育・生活をめぐる調査データの二次分析』参加者のメンバー
より、多大なご支援をいただいております。
記してお礼申しあげます。
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